
35森林・林業白書（平成21年版）

用
語
の
解
説

《あ行》

アジア森林パートナーシップ（ＡＦＰ）：
アジアの持続可能な森林経営の促進を
目的として、アジア諸国（主にＡＳＥ
ＡＮ）や欧米の20か国・７国際機関・
国際ＮＧＯ等18団体（2009年５月現在）
が、違法伐採対策、森林火災予防、荒
廃地の復旧・再植林等の活動に協働的
に取り組むためのパートナーシップ。
2002年の「持続可能な開発に関する世
界首脳会議（ＷＳＳＤ）」にて発足。
第Ⅰフェーズを2007年で終了。2008年
から第Ⅱフェーズを開始し（2015年ま
での８年間）、その主要テーマは、①
森林が提供する産物及び生態系サービ
スを維持するための森林減少・劣化の
抑制及び森林面積の増加（気候変動の
緩和と適応、水源のかん養、生物多様
性の保全を含む）、②違法伐採対策
（関連する貿易を含む）となっている。

育成林：人為によって保育などの管理
がされた森林。

育成複層林：人為によって保育などの
管理がされた森林のうち、樹齢や樹高
の異なる樹木によって構成された森林。

ＮＰＯ：NonProfi t Organization の略。
営利を目的としない民間の組織や団体
のこと。

欧州材：欧州（ヨーロッパ）から輸入
された木材の総称。その多くが、製材
品であり、集成材に使用する板材（ラ
ミナ）が主体。樹種はホワイトウッド
（オウシュウトウヒ）等。

温室効果ガス：地球から宇宙への赤外
放射エネルギーを大気中で吸収して熱
に変え、地球の気温を上昇（地球温暖
化）させる効果を有する気体の総称。
代表的なものに二酸化炭素（ＣＯ2）、
メタン（ＣＨ4）、一酸化二窒素（Ｎ2Ｏ）
等がある。これらの排出には人間の生
活・生産活動が大きく関与している。

《か行》

カーボンニュートラル：バイオマスを
燃焼すること等により放出される二酸
化炭素は、生物の成長過程で光合成に
より大気中から吸収した二酸化炭素で
あることから、バイオマスは、人間の
ライフサイクルの中では大気中の二酸
化炭素を増加させない。この特性を称
して「カーボンニュートラル」という。

皆
かい

伐
ばつ

：一定範囲の樹木を一時に全部又
は大部分伐採する主伐の一種。

用語の解説
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乾燥材：建築用材などとして使用する
前に、あらかじめ乾燥させた木材。木
材に含まれる水分を一定の水準まで減
少させることにより、寸法の狂いやひ
び割れ等を防止し、強度を向上させる
効果がある。

間
かん

伐
ばつ

：育成段階にある森林において樹
木の混み具合に応じて育成する樹木の
一部を伐採（間引き）し、残存木の成
長を促進する作業。この作業により生
産された丸太が間伐材。一般に、除伐
後から、主伐までの間に育成目的に応
じて間断的に実施。

基準・指標（Criteria ＆ Indicators）：
「基準・指標」の活用により森林の持
続可能性を科学的に把握しようとする
取組が世界的に進められてきている。
ここで言う「基準」とは、森林経営の
持続可能性に関わる分野・カテゴリー
を示し、例えば、「生物多様性の保全」、
「森林生態系の生産力の維持」、などが
あり、一方、「指標」はこうした基準
を定期的に計測するための「ものさ
し」に例えられ、「生物多様性の保
全」の基準に対応する指標としては
「森林タイプ別の森林面積」、「森林に
依存する生物種数」などが挙げられる。

京都議定書目標達成計画：「地球温暖
化対策推進法」に基づき、京都議定書
の６％削減約束を確実に達成するため
に必要な措置を定めたもの。我が国の
森林経営による吸収量として1,300万

炭素トン程度の吸収量を確保すること
を目標と位置付けたほか、温室効果ガ
スの排出源対策、森林整備等の吸収源
対策、京都メカニズムの活用など、目
標達成のための対策・施策などを明ら
かにしている。

高性能林業機械：従来のチェーンソー
や集材機等に比べて、作業の効率化や
労働強度の軽減等の面で優れた性能を
もつ林業機械。主な高性能林業機械は、
フェラーバンチャ、スキッダ、プロ
セッサ、ハーベスタ、フォワーダ、タ
ワーヤーダ、スイングヤーダ。

合
ごう

板
はん

：丸太から薄くむいた板（単板）
を、繊維（木目）の方向が直交するよ
うに交互に重ね、接着したもの。

《さ行》

作業道：林道を補完し、除間伐等の作
業を行うために作設される簡易な構造
の道。

里
さと

山
やま

林
りん

：居住地近くに広がり、薪炭材
の伐採、落葉の採取等を通じて地域住
民に利用されている、あるいは利用さ
れていた森林。

下
した

刈
がり

：植栽した苗木の生育を妨げる雑
草や灌木を刈り払う作業。一般に植栽
後の数年間、毎年、春から夏の間に実
施。
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市町村森林整備計画：森林法に基づき、
市町村が民有林を対象として５年ごと
に立てる10年を一期とする計画。伐採、
造林、保育等の森林の整備に関する事
項等を定めている。

ＣＤＭ（クリーン開発メカニズム）植林：
京都メカニズムの一形態であり、先進
国と開発途上国が共同で植林事業を実
施し、開発途上国の持続可能な開発に
資するとともに、その事業による吸収
分を先進国が京都議定書における自国
の温室効果ガス削減目標達成に利用で
きる制度。

集
しゅう

成
せい

材
ざい

：板材（ラミナ）を繊維（木
目）の方向が平行になるように、長さ、
幅、厚さの各方向に接着した製品。柱
材等の構造用集成材と階段材、床材等
の造作用集成材に大別。

主
しゅ

伐
ばつ

：次の世代の森林の造成を伴う森
林の一部又は全部の伐採。

除
じょ

伐
ばつ

：育成の対象となる樹木の生育を
妨げる他の樹木を刈り払う作業。一般
に、下刈を終了してから、植栽木の枝
葉が茂り、互いに接し合う状態になる
までの間に数回実施。

針
しん

広
こう

混
こん

交
こう

林
りん

：針葉樹と広葉樹が混じり
合った森林。

振興山村：山村振興法に基づき、要件
（1960年林業センサスにおいて、林野

率0.75以上、人口密度1.16人／町歩未
満で、交通、経済、文化等条件に恵ま
れず、産業開発が低いこと）を満たし
ている山村（旧市町村単位）から、都
道府県知事の申請に基づき、国土交通
大臣、総務大臣及び農林水産大臣が指
定。

人工造林（植林）：苗木の植栽、種子
のまき付け、さし木等の人為的な方法
により森林を造成すること。

森林整備：森林施業とそのために必要
な施設（林道等）の作設、維持を通じ
て森林を育成すること。

森林施業（施業）：目的とする森林を
育成するために行う造林、保育、伐採
等の一連の森林に対する人為的行為を
実施すること。

森林施業計画：森林法に基づき、森林
所有者等が単独又は共同で５年を一期
として作成し、市町村長の認定を受け
る制度。森林施業に関する長期の方針、
伐採や造林等の計画等を記載すること
としている。

森林のもつ多面的機能：地球温暖化の
防止、国土の保全、水源のかん養、自
然環境の保全、良好な景観の形成、文
化の伝承、木材の生産等の森林がもつ
多面にわたる機能。
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森林・林業基本計画：「森林・林業基
本法」の基本理念の実現に向けて、森
林及び林業に関する施策を総合的かつ
計画的に推進するため、同法に基づき
策定した計画。森林及び林業施策の基
本方針、森林のもつ多面的機能の発揮
並びに木材の供給及び利用に関する目
標、政府が講ずべき施策を明記。

森林・林業基本法：森林のもつ多面的
機能の発揮、林業の持続的かつ健全な
発展を基本理念とする政策を国民的合
意の下に進めていくため、その実現を
図る基本的事項を定めた法律。平成13
年７月にそれまでの「林業基本法」を
改正して成立。

スイングヤーダ：建設用ベースマシン
に集材用ウィンチを搭載し、旋回可能
なブームを装備する集材機。（swing：
回転する、yarder：集材機）

スキッダ：装備したグラップル（油圧
シリンダーによって動く一対の爪）に
より、伐倒木を牽引式で集材する集材
専用の自走式機械。（skid：引きずっ
て運ぶ）

世界遺産：「世界の文化遺産および自
然遺産の保護に関する条約」に基づい
て作成される「世界遺産リスト」に登
録された物件。建築物等を対象とする
文化遺産、自然の地域等を対象とする
自然遺産、両者の価値を有する複合遺
産に分類される。

施業の集約化：林業事業体などが隣接
する複数の森林所有者から路網の作設
や間伐等の施業を受託し、一括して行
うこと。個々に行うよりも効率的に施
業を行いコストダウンを図ることが可
能。

素材生産：立木を伐採し、枝葉や梢端
部分を取り除き、丸太にする工程。

《た行》

択
たく

伐
ばつ

：森林内の樹木の一部を抜き伐り
する主伐の一種。

タワーヤーダ：架線集材に必要な元柱
の代わりとなる人工支柱を装備した移
動可能な集材機。

長
ちょう

伐
ばっ

期
き

施
せ

業
ぎょう

：通常の主伐林齢（例え
ばスギの場合40年程度）のおおむね２
倍に相当する林齢を超える林齢で主伐
を行う森林施業。

ツーバイフォー工法（枠組壁工法）：
木材で組まれた枠組みに構造用合板等
を打ち付けた壁、床等で荷重を支える
木造建築工法の一種。枠組みとして多
く使われる製材の呼称寸法が厚さ２
インチ、幅４インチであるためツーバ
イフォー（２×４）工法と呼ばれてい
る。

天然生林：自然の推移にゆだね、主と
して自然の力を活用すること（天然更
新）により、保全・管理されている森林。
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特用林産物：林野から産出される木材
以外の産物。うるし、きのこ等。

《な行》

南洋材：フィリピン、インドネシア、
マレーシア、パプアニューギニア、
シンガポール、ソロモン諸島、ブルネ
イの７か国から輸入される木材の総称。
ホワイトラワン、イエローメランチ等。

《は行》

ハーベスタ：伐採、枝払い、玉切り
（材を一定の長さに切りそろえるこ
と）の各作業と玉切りした材の集積作
業を一貫して行う自走式機械。
（harvest：収穫する）

バイオマス：「再生可能な生物由来の
有機性資源で、化石資源を除いたも
の」。バイオマスは、地球に降り注ぐ
太陽のエネルギーを使って、無機物で
ある水と二酸化炭素から、生物が光合
成によって生成した有機物であり、ラ
イフサイクルの中で、生命と太陽エネ
ルギーがある限り持続的に再生可能な
資源である。

伐
ばっ

期
き

：主伐が予定される時期。

フェラーバンチャ：立木を伐倒し、そ
れをつかんだまま、搬出に便利な場所
へ集積できる自走式機械。（fell：伐倒
する、bunch：束ねる）

フォワーダ：玉切りした材をグラップ
ルを用いて荷台に積載し、運ぶ集材専
用の自走式機械。（forward：運送す
る）

不在村森林所有者：所有する森林とは
別の市町村に居住する個人又は主たる
事務所のある法人。

プレカット：住宅等の建築に必要な柱、
梁などの部材を工場であらかじめ加工
すること。

プロセッサ：伐採木の枝払い、玉切り
と玉切りした丸太の集積作業を一貫し
て行う自走式機械。（process：加工す
る）

分収林制度：森林の土地所有者と造林
又は保育を行う者の２者、あるいは、
これらに費用負担者を加えた３者で契
約を結び、植栽や保育等を行い伐採時
に得られた収益を一定の割合で分け合
う制度。分収林は、植林の段階から契
約を結ぶ「分収造林」と育成途上の森
林を対象に契約を結ぶ「分収育林」に
大別。

米材：米国及びカナダから輸入される
木材の総称。ベイマツ（ダグラス
ファー）、ベイツガ（ウエスタンへム
ロック）等。

保安林：水源のかん養等特定の公共目
的を達成するため、農林水産大臣又は
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都道府県知事によって指定される森林。
伐採や土地の形質の変更等が規制され
る。

保育：植栽終了後、育成の対象となる
樹木の生育を促すために行う下刈、除
伐等の作業の総称。

北洋材：ロシアから日本に輸入される
木材の総称。北洋カラマツ等。

保護林制度：原生的な天然林や、貴重
な動植物の保護、遺伝資源の保存等を
目的として、区域を定め、禁伐等の管
理経営を行うことにより、森林を保護
する国有林野事業の制度。森林生態系
保護地域、植物群落保護林等。

《ま行》

民有林：国有林以外をいい、個人、会
社、社寺等が所有する私有林、都道府
県、市町村、財産区等が所有する公有
林に区分される。

木質ペレット：おが粉等を15mm程度
の小さな円筒状に成形したもので、ス
トーブ・ボイラーの燃料として使用。

木造軸組工法（在来工法）：日本の代
表的な木造建築工法であり、木材の土
台、柱や梁等で構成される軸組で荷重
を支える建築工法。

モントリオール・プロセス：欧州以外
の温帯林等を有する12か国（アルゼン

チン、オーストラリア、カナダ、チリ、
中国、日本、韓国、メキシコ、ニュー
ジーランド、ロシア、ウルグアイ、米
国）により進められている、森林経営
の持続可能性を把握・分析・評価する
ための「基準・指標」の策定・適用に
向けた取組。1995年に７基準・67指標
に合意。2006年に基準１～６に係る指
標を、2008年に基準７に係る指標を改
訂。

《や行》

山
やま

元
もと

立
りゅう

木
ぼく

価
か

格
かく

：立木の状態での樹木
の販売価格。一般には、丸太の市場価
格から、伐採、搬出等に必要な経費を
控除して計算された幹の材積ｍ3当た
りの価格。

《ら行》

ラミナ：集成材を構成する板材。

立
りゅう

木
ぼく

：土地に生育する個々の樹木。

林
りん

家
か

：林地の所有、借入などにより森
林施業を行う権原を有する世帯。

林業経営体：林地の所有、借入などに
より森林施業を行う権原を有する、世
帯、会社など。ただし、2005年農林業
センサスでは、①保有山林の面積が３
ha 以上で2005年を計画期間に含む森
林施業計画を作成している、②保有山
林の面積が３ha 以上で過去５年間に
育林若しくは伐採を行っている、③委
託を受けて造林・保育を行っている、
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④委託を受けて200ｍ3以上の素材生産
を行っている、のいずれかに該当する
ものを林業経営体としている。

林業事業体：他者からの委託又は立木
の購入により造林、伐採などの林内作
業を行う森林組合、素材生産業者など。
ただし、2005年農林業センサスでは、
「林業事業体」という区分はなく、委
託を受けて造林・保育を行っている、
委託を受けて200ｍ3以上の素材生産を
行っているものについては、「林業経
営体」としている。

林業普及指導員：従来の林業専門技術
員と林業改良指導員の資格を一元化し、
17年４月から都道府県に設置された職
員。高度で多様な技術・知識をより的
確に林業の現場に普及していくために、
専門の事項についての調査研究と森林
所有者等への普及指導を併せて実施。

林地残材：立木を丸太にする際に出る
枝葉や梢端部分、森林外へ搬出されな
い間伐材等、林地に放置された残材。

林齢：森林の年齢。人工林では、苗木
を植栽した年度を１年生とし、以後、
２年生、３年生と数える。

列状間伐：選木基準を定めずに単純に
列状に間伐する方法。高性能林業機械
の導入による作業効率の向上、選木作
業の省力化等による間伐経費の削減に
有効な手段。


